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第 1号様式 (第 6条関係 )

函館市サテライ トオフィス利用企業支援補助金交付申請兼実績報告書

令和 4年 3月 1▼ 日

区 館 市 長  様

住  所 兵庫県神戸市東灘区向洋町中6-9

神戸ファッションマー ト4E-03

企 業 名 株式会社ア トラクティブシス

代表者名 東 日 昇

函館市サテライ トオ フィス利用企業支援補助金の交付を受けたいの

で,函館市サテライ トオフィス利用企業支援補助金交付要綱第 6条 の規

定により,関係書類を添えて申請 します。

記

1 補助金交付申請額  金  1,000,000 円

2 利用施設名 KMBAワ ーケーション函館
ヤ



施設利用契約.攀

it貸人株式会ネとゾフィック (以 ド 1111」 )と 、it借人株式会社アトラクティアシステムズ

(以 ド「乙_|)とま、建物のittttfIIに 関し、次のとおり契約 (以 ド千本契約 |)を締絆iし た。

(lζ ttff子の目的物)

第 1条  lIIは、とに対し、次条以 ドの条件により、次に表示する物件 (以 ド 1本建物_I)を

贅貸する。

名称・住ナf番〉ナ

,'Fれ :地

KMBA 7-ケ ーション閣鮎

北海道函衛
・
iti∫ノt‖ r14‐ 14

(1吏チ|‖ J由勺)

第 2条 乙は、本建物をオフィスイヽll用の旧的にのみ使用し、 :'「 3名が利用する。

(契約,朔円)

第 3条 本契約のナ等1ド鸞|ま、今れ14年 2月 28‖ より、今れ16年 3サ i3111ま でとする。ただ
し、契約薄↓慨tの 3カ 川前までに呵r乙双方より生寺段の意思表示がないときは、 +1動的に同 ・

条件で 2年間契約が更新されるものとする。

(賃料)

第 4朱 猪料 (施 i設利用料)は 1カ チ1金 7万円 く税枚)と づ“る。

(IXどセ
'II)

第 5条 とは、本契約削間中、前条に定めると宝料のほかに、KMBAワ ーケーション脚角I施
1設利サt'内容t好に記1碇の費用 (以 卜

・「諸どそ用1)を支払う。

(1蕉料等の支払時却1及びその方法)

第 6条 毎川 27‖ までに、賃冷:と ittτセ用 (以 ド「賛料等_す )●)翌デ1分をil'の指定する方法
によりI11に 文払う。なお、契約サIの策料等は 1カ 川を 3()ilと したH割 1::練 とする。

(資料等の故tir)

第 7条  I11は、it料等が経済事hf及び公Ⅲli公課の変動または近隣のit料等との比較により

イく料I P4と なつた場合、契約婢I円中であっても、1々料等の増額を下

''求

することができる。
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(公潟t公課)

第 8条 本建物に関する公翠1公課は、lilが支払う。

(公共料金)

第 9条 電気、ガス、水道等公共料金は、とが共益安として支払う。

(少修繕義務)

第 10祭 木施ti史内の部分的な小修紺は、とがそのr笠川を負
“

を1して行う1)

(賛借人の版i出義務)

第 11条 とは、次の各号のいずれかに該当する場合は、次の各呼にしたかと
ⅢⅢ

の旨を文:4で逝角iしなければならない。

い との邪1'ti持が、ゼIき綻き3カ月以 に建Vノどに‖I用 しなくなるとき

i 木建物が破捜・毀根、滅失等したとき、又はそのおそれがあるとき

4だちにそ

(箕貸人の承講を必要とする事項)|

第 12条 とは、次の各号のいずれかに該当する場合は、事|れにI11(夕)本講を受とすなければな

らない。

‐ 本建物のリフォーム、改造、造作等の現状を変更しようとするとき

l ttI用中込ド手の氏名あ欄に1越載されていない者が利用する時c

(本建物等♂)繊根等による機審賠償装務)

第 18条 とは、Flこ又はとの利用者等の故意・過失により(本建物及び識鱗を曖振t・ 毀恨、

滅失、故障峰させたときは、その根省を増
1に賠償しなければならないぅ

2 とがlμ
')′

点講なく本建物に変更を加えたときは、11はただちにこれを弓と状に田復させ、

又はれヽ害を賠償させることができる。

(禁止事項)

第 14条 とは、次め各号に鶴げる`li項をしてはならない。
・ 本建物の全部又は 部ヽを転貸し、もしくは本建物のtt借権を譲表す 4と こ

と 動物 (大鵜等)を会,可育すること

(解約測ヒ角け

第 15条 4:又はとは、本契約を解約しようとする場合、それそ
れ攻‐,■ I:・二こたがい、Ⅲl

■方に通角|し なければならない。

´ illに おいては、解約するにつ Vヽての正∵4な 'I手曲があり、か
''lr孝・ξ工i心 力

'1以

ヒのオlh
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予朗 ||:子を学ゞくこと。

こ:こ かいては、選去H(建物の1ザ1渡 と,'IIfi 30 H以 lit′)チllll予朗 li憾をおくこと。

(緊急解約)

第 16祭 とが前条第 2'チに連約して選去しようとする場合 く緊急解約)は、解約 予持‖よ
り30H分のとt料佃Ч4額をit悧

`i「
ケ任により支払わなければならない。

(契約解除)

第二7条  IIIは、とが次の各ケチの ・に該 '11し たときは、絆作そ t′〕他 rメ)決定の 1統きによらず、

ただちに本契約を解除できる。

・ 質料を2カ 月分以 11鴻}納 したとき

1 2カ ,1取 ilイ(在 となり、本契約の継統意思沖|な いと認めらオtrる とき
: その他本契約に連反したとき

(行方不Iザ子の場合の措i■ )

第 18条 nt条第 2号の場合、ilttまとの家財その他の所イF物 (以 ド 1所有物等|)を池｀監な
庁法により任意の場,'iに保管し、その後 1カ ,1を経過しても引取人のないときは、とは所行

物等に関する 切ヽの権利を放棄する。

(契約の即時終 r)

第 と9条 木契約は、次の各号と
')い
ずれかに該 Wiす る場合は、111はとに運角け ることなく、

Ilif時に終 rサ
‐
る。

ヽ 本建物が火災、地艇等の災存その他のF‖山により滅失したとき

i 本建物の金淵;ゝとは ‐淵
`が

公糀力等により買い hげ、4К Tゞ又は使,韓 されることが判1サ jし

たとき

(延滞1lt告金)

第 20条 乙tま、木契約により生じる金銭Tf務の支払いを遅淵:したときは、延滞litirf金 とし
て支払Hまでの利忠年率 10%を 支払う。

(賃 1士人の立入り

'
獅 21条 IIIは 、黙急 IiF態のた■及び木建物の維持管理 ti必要があるとI認められるときは、
本建物内へ立入ることができる。

(建物?)り 1渡 し)

第 22条 とは、本建4勿のりI波 とに降し、と
`″

)保有する所イr物等をすべて収去とrな ければな

らない。
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2 111の 承市杵なく本建物に〕!え た変更 :こイント
‐
tiと、 lヽti■■ i・ ki.■ と、1:帝,■ う会ぃの

もと本建物のげ1液 しを行う。

3 乙は、本契約終 r時に、本建物の1り !波 しをと,な kギ |liri、 そil r孝 i:虫 fオ 澪|・Cr=1斗等料|
Ч
4″ tt′)を ttil金を文1ム う。

4 乙は、本建4勿の明渡しに際し、1,1に 対して移1転科そ身絶こと
'ilて
今気をこモ求することは

できない。

(1訴訟管韓)

第23粂 本契約に関する訴訟は、111の指定する1守峰裁判,サiと する

1特約事項 1

以上、本契約の成立を
`証
するため、この契約 :1手を2述作成して、J〔 琴ゞ4誓 与森蒋1つ |と、111

乙各 1,通を保イ1・する。

2022 fti 2,1 1611

111:砕デ丁市民庫区中道逝 3-1-も ヽSKと ル

株式会牛1:プ フア ンタ

代表取締役 琳義■i亀

と こ神′
'1lF束
灘区向,卜町中 6-' K「 M 4E-03

株式会社アトラクティフテステど、

代表取締役 束II ケ∫

…4-


